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審議１ 阿南市行財政集中改革プランの進捗状況について

総人件費を意識した職員数の適正化に努め、職員の意欲・能力を発揮できる人材を確保し、育

成します。

【重点取組項目】業務の簡素化・効率化による職員数の削減

（推進担当課：人事課）

令和５年度から施行となる定年引上げを見据え、令和３年度に実施する新規職員採用から計

画的に採用予定人員を抑制し、職員数の削減に取り組む。

また、定年の引上げに関連し、再任用短時間制度を導入するようになることから、能力と意

欲のある高齢期の職員の活用に取り組むとともに、本制度の導入に係る人件費増加分につい

て、組織の見直しや業務の簡素化・効率化等によって会計年度任用職員数を削減し、人件費の

増加を抑制する。

加えて、ノー残業デイの徹底等により、災害、選挙等の特殊要因を除いた時間外勤務手当を

縮減し、総人件費の削減に取り組む。

令和３年度

実績

【職員数】 R2.4.1 867 人 → R3.4.1 856 人 △11 人

（退職者数 30 人、新規採用者数 19 人）

【効果額】 130,484 千円 ※児童手当を除く

（うち時間外勤務手当・休日勤務手当縮減分 5,221 千円）

6,651,234 千円（R2決算額）

6,520,750 千円（R3決算見込額）

令和４年度

取組内容

【職員数】 R3.4.1 856 人 → R4.4.1 843 人 △13人

（退職者数 28 人、新規採用者数 15人）

重点目標１ 定員適正化



2

【重点取組項目】研修派遣や人事交流、民間人材の活用による人材育成

（推進担当課：人事課）

国、他の地方公共団体及び民間企業への人事交流又は研修派遣の実施や民間人材のスキルを

活用し、効率的かつ機動的な業務遂行の手段や課題解決に必要な知識・能力を有する人材を育

成する。

令和３年度

実績

・国土交通省との人事交流（特定事業部理事） １人

・徳島県への研修派遣（市町村課） １人

・LINE 株式会社への研修派遣（行革デジタル戦略課付） １人
※１

・株式会社 Anotherworks と連携した人材の活用 ６人
※２

※１ LINE 株式会社のスマートシティ推進パートナープログラムにおける研修人材の受け入れに応募。スマートシテ

ィ化、自治体ＤＸの推進を担う人材の養成を目的とする。

※２ 複業クラウドサービスを提供する株式会社 Anotherworks と令和３年８月１０日に連携協定を締結し、実証実験

を実施。それぞれが持つ環境や資源、特長を生かしながら、有能な民間人材の知見や才能、実績等を協働事業へ

活用することを目的とする。

Anotherworks との連携内容

令和４年度

取組内容

・国土交通省との人事交流 １人

・徳島県への研修派遣 １人

・内閣府への研修派遣 １人

・株式会社 Anotherworks と連携した人材の活用 ３人

テーマ 内 容 担当課

１ 阿南市の広報・PR

SNS 運用のブラッシュアップ、潜在的なマー
ケットへのアプローチ、イベント企画・プロ

デュース など
ふるさと未来課

２

SNS を使った市の PR

～野球のまちを全国に
発信！～

Twitter での情報発信、市ホームページ及び
観光協会ホームページの活用 など

秘書広報課

３
SNS を使った市の PR
～阿南の魅力を丸ごと

発信～

Instagram ページの運用・周知 など 秘書広報課

４
効率的な働き方(業務改

善)

業務改善案の見直し、企画立案のプロトタイ

プの実施 など
行革デジタル戦略課

５ 魅力を伝える動画配信
職員自身によるイベント配信の実施、ウェビ
ナー・動画編集等の基礎を学ぶ など

行革デジタル戦略課
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徹底した内部努力により、歳出削減・歳入増加につなげ、財政調整基金の取崩しを抑えながら、

収支均衡を図ります。

【重点取組項目】シーリングの試行的導入

（推進担当課：財政課）

部単位でのシーリング（予算の要求基準）を設定し、増額予算を要求する際には必ず同額の

予算減を行うことを原則とし、なお基準の達成が困難な場合には、その内容等を部内で共有の

上、具体的な解決策を協議し、業務のスクラップなど抜本的な見直しも辞さない覚悟で事業内

容を精査する。

令和２年度から実施している会計年度任用職員に係る人件費予算のシーリングに加え、物件

費、補助費といった性質別のシーリングの実施に取り組む。

令和３年度

実績

・令和４年度当初予算編成における取組内容

【全事業の消耗品の一般財源】

・令和２年度決算額の一般財源ベースでのシーリング。

・部単位での一般財源合計額を一般財源ベースでのシーリング。

・数年ごとに発生する消耗品については特殊要因扱い。

【道路等事業】

・土木課の道路事業については、令和３年度当初予算額から起債の交付税措

置分を除いた額をマイナス約 10％した額 227,200 千円をシーリングした

後の額とする。

・農地整備課の農業用施設新設維持費については、令和３年度当初予算額を

マイナス約 10％した額 26,600 千円をシーリングした後の額とする。

・下水道課の都市排水路新設改良事業については、令和３年度当初予算額を

マイナス 10％した額 1,800 千円をシーリングした後の額とする。

令和４年度

取組内容

・投資的経費の部単位でのシーリングの導入に取り組み、シーリング設定につ

いては、将来の一般会計の実質公債費比率をシミュレートした指標を参考に

する。

R4 ｼｰﾘﾝｸﾞ額（一財部分） R4 要求額（一財部分） R4 査定額（一財部分）

全事業の消耗品 260,335 千円 216,605 千円 192,042 千円

道路事業（土木課） 227,200 千円 227,200 千円 226,000 千円

農業用施設新設維持費

（農地整備課）
26,600 千円 26,400 千円 25,900 千円

都市排水路新設改良事業

（下水道課）
1,800 千円 1,800 千円 1,800 千円

重点目標２ 財政健全化
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【重点取組項目】特定目的基金の活用

（推進担当課：財政課）

市民ニーズや新たな行政ニーズに応えるため、基金を効果的に活用できるよう取り組み、条

例改正が必要な基金については、議会提出に向けて協議する。

令和３年度

実績

・令和３年１０月

令和４年度当初予算編成方針説明会にて、集中改革プランに掲げている「特

定目的基金の活用」について周知を行う。

令和４年度

取組内容

・令和４年５月

果実運用型基金である「阿南市立図書館図書充実基金」「阿南市坂東奨学基

金」「神野知基金」「島津記念運動公園管理運営基金」の４基金と、「阿南市心

身障害児福祉金基金」「阿南市公害対策基金」の２基金と、定額運用基金であ

る「阿南市母子更生資金貸付基金」について、当該基金所管の７つの課と１

回目の協議を行い、過去の経緯や運用状況、今後の確認事項やスケジュール

について共有した。

活用を検討している基金の名称及び設置目的

基金の名称 設置目的

阿南市立図書館図書充実基金 阿南市の教育と文化の発展に寄与するため

阿南市坂東奨学基金
学生、生徒で経済的理由のため就学困難なものの奨学助成を
するため

神野知基金
阿南市伊島町における教育、福祉及び産業の振興を期するた
め

島津記念運動公園管理運営基金 島津記念運動公園の管理及び運営に充てるため

阿南市心身障害児福祉金基金
心身障害児福祉金の支給に関する事務を円滑かつ効率的に行
うため

阿南市公害対策基金

阿南市の住民が公害により被害を受け、その原因及び当該公
害を発生させているものが明確でない場合に、原因が究明さ
れるまでの間、現に被害を受けた者に対し、速やかに治療を実

施し、又は当該公害による被害の原因調査を実施するため

阿南市母子更生資金貸付基金
母子更生資金の貸し付けに関する事務を円滑かつ効率的に行

うため
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【重点取組項目】外部資金の活用による特定財源の確保

（推進担当課：財政課）

予算要求にあたり、国・県の補助メニュー、国の地方財政対策等の情報収集だけでなく、公

益的法人等の補助金など多面的な検討を行った上で、積極的に外部資金を調達するよう当初予

算編成方針において周知・徹底する。

令和３年度

実績

・令和４年度当初予算編成方針にて、多面的な情報収集や検討を行ったうえで、

積極的に外部資金を調達するよう取り組み、安易な一般財源の要求にしない

よう周知を行った。

・令和４年度当初予算においては、偉人マンガ（阿波水軍・森甚吾兵衛）の製

作に当たり「Ｂ＆Ｇ財団助成金（3,000 千円）」を活用した予算要求、また、

外部資金ではないが、新規事業である商店街エリアリノベーションプロジェ

クト事業には「地域商業機能複合化推進事業費補助金（国補助）」を活用した

予算要求となった。

・持続可能な社会づくりを実現することを目的に、環境保全・美化・啓発活動

や環境配慮商品の開発に取り組む事業者が返礼品を提供する「阿南市版ふる

さと納税」を運用し、168,333,000 円のふるさと納税（寄附）を頂いた。

令和３年度におけるふるさと納税寄附金の使途

※前年度分の寄附を活用

令和４年度

取組内容

・外部資金ではないが、６月補正で「デジタル田園都市国家構想推進交付金

（国）」を活用した予算要求を行う。

項 目 事業の主な内容 金 額

関係人口創出・拡大事業費
「SUP レース開催」を通じた関係人口の創出・拡

大・深化を図る
1,941,482 円

環境保全率先行動計画策定費
左記計画を策定し、市の事務・事業に係る温室

効果ガス排出量削減を図る
1,400,000 円

若杉山記念講演会費
左記講演会を開催し、「若杉山辰砂採掘遺跡」に

対する理解の向上を図る
129,760 円

恋人の聖地シティプロモーシ

ョン事業費

観光地の魅力や特産品の情報発信を行うこと

で、アフターコロナにおける交流人口・関係人

口の増加や移住の促進を図る

2,500,000 円

光のまちステーションプラザ

改修及び備品購入費

左記施設の「スタディスペース」の整備、コロナ

対策用備品等を購入する
1,997,600 円

光のまちづくり事業費補助
「光のまち阿南」を象徴するイベントの開催補

助を行う
750,000 円
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指定管理者制度や自治体業務の民間委託など、民間活力を積極的に導入し、公共サービスの「新

しい担い手」を増やすとともに、市民サービスの向上を図ります。

【重点取組項目】スポーツ施設等における指定管理者制度・ネーミングライツ制度の導入

（推進担当課：スポーツ振興課）

スポーツ総合センター及び阿南市Ｂ＆Ｇ海洋センター複合型施設（うみてらす北の脇）へ指

定管理者制度を、各スポーツ施設へネーミングライツ制度を導入することで、民間事業者が持

つ豊富なノウハウを施設運営に生かし、利用者満足度の向上を図る。

令和３年度

実績

・スポーツ総合センター指定管理者制度の導入検討

→ R4.4.1 から導入（指定管理者：岡田企画株式会社）

・阿南市Ｂ＆Ｇ海洋センター複合型施設（うみてらす北の脇）指定管理者制度

の導入検討

令和４年度

取組内容

【効果額】

・直営の場合における収支と指定管理料との差額を効果額とする。

直営の場合における収支：77,074,186 円（H29～R2 平均）

指定管理料 ：55,000,000 円

差額 ：22,074,186 円

・阿南市Ｂ＆Ｇ海洋センター複合型施設（うみてらす北の脇）指定管理者制度

の導入検討

・スポーツ総合センターへのネーミングライツ制度の導入

重点目標３ 公民連携

スポーツ総合センター

（サンアリーナ）

Ｂ＆Ｇ海洋センター複合型施設

（うみてらす北の脇）
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【重点取組項目】民間保育施設の誘致

（推進担当課：こども課）

安心で快適な保育環境を実現するとともに、子ども・子育て支援における質の高い教育・保

育を提供するため、羽ノ浦地区において認定こども園の整備・運営を行う民間事業者の募集を

行う。

令和３年度

実績

・定員 150 人規模の認定こども園（幼保連携型又は保育所型）を新築し運営す

る事業者を募集し、令和３年８月にプロポーザル方式により事業実施事業者

を決定した。

R3.4～R3.6 整備・運営事業者を募集

R3.7 書類審査

R3.8 事業者によるプレゼンテーション

R3.8 事業者決定

令和４年度

取組内容

・事業者による認定こども園建設着工 R4.7

・認定こども園設置認可申請書提出

・民間事業者による施設整備費 532,504 千円(うち補助対象事業費 486,743 千

円）に対し、補助金として 286,418 千円（国 223,591 千円、県 23,253 千円、

市 39,574 千円）を交付する。

【令和４年度効果額】 750,426 千円（交付税措置分を含まない）

・市単独による施設整備の場合 約 790,000 千円 … ①

※ 同規模の岩脇こどもセンター総事業費を基に比較

※ 用地取得費、造成費、駐車場用地等を含む
※ 交付税措置分を含まない

・民間による施設整備の場合 39,574 千円 … ②

※ 令和４年度補助金市負担分予定額

・①‐②＝750,426 千円

※ R5.4 開園予定

民間保育施設完成予想図
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阿南市公共施設等総合管理計画及び個別施設計画に基づき、公有財産の有効活用や維持管理経

費の適正化等を推進します。

【重点取組項目】未利用不動産の売却・貸付

（推進担当課：行革デジタル戦略課）

未利用地・未利用施設を選定し、売却・貸付方法や広報活動について調査・研究しながら、

創意工夫のもと積極的に売却・貸付を行う。

令和３年度

実績

〇未利用不動産の売却

・総務課の保有する未利用地や他課の保有する未利用地について、活用可能な

財産を洗い出し、現地視察及び選別を行った。

・他課の保有する未利用財産の売却に関与し、手続の助言・指導を行い、売却

まで導くことができた。

（Ｂ＆Ｇ那賀川艇庫の建物付き土地売却の入札及び嘱託登記手続。他課の土地

賃貸借、随意契約による売却案件）売却額：9,405 千円

〇未利用不動産の貸付

・公共施設の有効活用を図り、将来的な貸付につなげるため、未利用不動産の

ほか公共施設の空きスペース等を民間事業者が暫定利用できるようトライ

アル・サウンディング事業の制度を構築し、市役所庁舎、科学センター、中
※３

林保育所におけるサウンディングツアーを実施した。

※３ 市が保有する公共施設等の暫定利用を希望する民間事業者を募集し、一定期間、実際に使用してもらう制度。

公共施設の持つポテンシャル、魅力を最大限に引き出すため、民間事業者と公共施設の持つ可能性について調査

することを目的とする。

令和４年度

取組内容

〇未利用不動産の売却

・旧阿南市学校給食会（パン工場）跡地用地をはじめとする未利用地について、

売却・貸付に向け、阿南市公式ホームページ等での周知を行う。

〇未利用不動産の貸付

・トライアル・サウンディング事業の実施（R4.4～）

トライアル・サウンディングの主な実施内容

内容 実施場所

農福マルシェ in 阿南市役所 阿南市役所 あなんフォーラム

食育体験 in 阿南市 阿南市役所 屋上庭園

NANA マルシェ 科学センター

重点目標４ 公共施設マネジメント
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【重点取組項目】かもだ岬温泉保養施設の在り方の検討

（推進担当課：商工政策課）

かもだ岬温泉保養施設の今後の在り方について、経営的視点から抜本的な見直しを行う。

令和３年度

実績

・かもだ岬温泉の今後の運営や在り方等について運営審議会を３回開催した。

5/25 第１回かもだ岬温泉保養施設運営審議会

7/27 第２回 〃

10/26 第３回 〃

11/25 審議会から答申書の提出

答申内容「厳しい経営状況を放置することなく、今年中に既存施設の様々な利用形態を含

めた民間への移管、売却、譲渡等について方針を決定され、具現化に取り組んで

いただきたい。」

令和４年度

取組内容

・民間事業者の意向把握手法について検討を行ったうえでサウンディング調査
※４

を行い、民間事業者の参入の可能性について見極めを行っていく。

※４ 対話型市場調査ともいい、市が所有する公共施設等の活用方法について民間事業者等から広く意見や提案を求

め、「対話（意見交換）」を通じて、事業成立の可否の判断や市場性の有無、事業者がより参加しやすい公募条件

の設定を把握する調査のこと。

かもだ岬温泉保養施設



10

先進技術の積極的活用により、業務の自動化・標準化を推進し、行政サービスなどを効率的に

提供できる市役所づくりを進めます。

【重点取組項目】行政手続のスマート化・オンライン化の推進

（推進担当課：行革デジタル戦略課）

各種行政手続のオンライン化（電子申請）の拡大、押印の見直しなどを行い、手続の時間短

縮・省力化を図る。

令和３年度

実績

・行政手続の簡略化による市民サービスの向上や業務の効率化を図るととも

に、行政手続のオンライン化を推進しやすい環境を整えるため、各種申請書

等への押印を見直し、行政手続に必要な書類 2,474 件のうち、2,294 件につ

いて押印を廃止した。（総務課）

令和４年度

取組内容

・年度末までに、国が示す市町村対象の 27手続について、マイナンバーカード
※５

を用いたオンライン化を実現し、その後、他の手続についてもオンライン化

に取り組んでいく。

・行政手続等の自動応答システムである「ＡＩチャットボット」を導入し、24

時間 365 日対応による問い合せ対応と窓口業務の省力化を実現する。

・市内７つの公共施設に「公共施設予約システム」を導入し、令和５年度から
※６

の運用開始を目指す。

・庁内に「庶務管理システム」を導入し、職員の勤怠管理や各種届出等に係る

事務の省力化を図る。

※５ 子育て関係 15 手続、介護関係 11 手続、被災者支援関係１手続

※６ 利用者の多い「スポーツ総合センター」、「那賀川スポーツセンター」、「あななんアリーナ」、「文化会館・夢ホー

ル」、「情報文化センター・コスモホール」、「阿南ひまわり会館」、「富岡公民館」の７施設

重点目標５ スマート自治体

ＡＩチャットボットの例

国税庁チャットボット「ふたば」（同庁ホームページより引用）
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【重点取組項目】行政手続のスマート化・オンライン化の推進

（推進担当課：市民生活課）

死亡後の行政手続を専用窓口で受け付けるワンストップサービス「おくやみコーナー」を開

設し、遺族の負担軽減と所要時間の短縮を図る。

令和３年度

実績

・令和３年８月２日から、市民生活課内に「おくやみコーナー」を開設し、６

つの課が所管する業務（手続）をワンストップで行える体制を整備した。

・手続に係る所要時間を１件当たり約１８分短縮することができた。
※７

・利用者を対象としたアンケート調査では、「おくやみコーナーの対応」につい

て、88.3％の回答者が「満足」又は「やや満足」と回答。

※７ 窓口６課において手続した場合の平均所要時間 55 分 … ①

おくやみコーナー利用者の平均所要時間 37 分 … ② ① - ② ＝ 18 分

おくやみコーナーで取り扱う業務（手続）

おくやみコーナーの利用実績

おくやみコーナーの利用割合

令和４年度

取組内容

・利用者の意見等を参考に、手続の順序の変更や取り扱う業務の拡大（水道関

係など）を行うなど、サービスの改善を図る。

業務（手続） 担当課

１ 印鑑登録証、マイナンバーカードに関すること 市民生活課

２ 国民健康保険、後期高齢者医療、こども医療、国民年金に関すること 保険年金課

３ 児童手当、児童扶養手当に関すること こども相談室

４ 障害者手帳、医療費受給者証、特別障害者手当等に関すること 地域共生推進課

５ 介護保険に関すること 介護保険課

６ 原動機付自転車、固定資産に関すること 税務課

受付月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 合計

件 数 10 件 9件 16 件 15 件 21 件 12 件 14 件 16 件 113 件

Ｎ＝718

（窓口で死亡届を受理した件数）
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審議２ 阿南市行財政集中改革プランにおける重点取組項目の追加について

・電子申請サービス（徳島県電子自治体共同システム）を積極的に活用し、申請時だけでなく、

試験の進捗に合わせた受験者への案内をシステムのメールサービス等で行い、受験者の利便性

の向上を図る。

・テストセンター方式やＷＥＢ方式による試験を効果的に取り入れ、居住地にかかわらず幅広く

募集、申込みできる環境を整備する。

・従来の「教養試験」に代えて民間企業が採用試験に用いる「基礎能力検査」を導入するととも

に、行政事務職の「専門試験」を廃止し、公務員試験の特別な対策を不要とすることで、受験者

の負担軽減を図り、受験者の適切な母集団形成につなげる。

・ＷＥＢ方式による録画型動画面接を導入し、ウィズコロナ時代に求められる試験の在り方を実

現するとともに、多様なかたちでの面接の機会を確保することで、より人物を重視した採用試

験となるよう努め、優秀な人材の確保につなげる。

採用試験受験者数等の推移（全職種分）

重点取組項目 取組の内容

職員採用試験制度の見直

し

職員採用試験の実施方法や内容を見直し、高い意欲・能力を

有する職員を広範囲に募集します。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

申込者数（人） 422 526 516 529 353 352 287 209 208 183

受験者数（人） 318 409 356 385 248 252 229 162 164 126

採用者数（人） 30 43 44 52 52 47 27 32 19 15

重点目標１ 定員適正化
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採用試験受験者数等の推移（上級行政職分）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

申込者数（人） 202 230 228 245 152 160 126 74 76 84

受験者数（人） 152 178 154 170 106 115 99 55 53 51

採用者数（人） 10 11 11 13 14 18 7 10 3 7
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・調理業務（食材の検収（市と共同で実施）、保管、調理、配缶、洗浄、清掃等（下図③、④、⑦

の業務）のみを民間委託し、献立の作成や食材の購入は、これまでどおり市教育委員会学校給

食課が行う。

・調理業務は、委託業者の調理員がこれまでどおり学校給食センターで行う。

・委託業者の選定は、学校給食の安全性を何よりも優先するため、請負価格のみで選定する入札

方式ではなく、プロポーザル方式により行うこととし、学校給食センター共同調理場での調理
※８

業務の経験が豊かで、衛生管理等に対する意識が高く、学校給食を深く理解した信頼できる事

業者を選定する。

※８ 複数の事業者に対して、対象業務に対する取組体制、実施方法等についての技術提案を求め、金額や提案内容を総合的に評価し、最適の事

業者を選定する方式。

民間委託を行うのは の部分。 は委託済。

委託後の業務の流れ

民間委託の実施時期

重点取組項目 取組の内容

学校給食調理業務の民間

委託

安全で安心な学校給食を安定的に提供するとともに、より効

率的に継続運営していくために、給食調理業務の民間委託を

導入します。

給食センターの名称 民間委託の実施時期

南部学校給食センター（大潟町） 令和５年４月から

第一学校給食センター（長生町） 令和８年４月から

中央学校給食センター（見能林町） 未定

重点目標３ 公民連携

ｎ
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・導入当初においては、公用車（軽自動車）２台を対象に募集を行う。

・発注済みである電気自動車３台についても、納車後に募集を行う予定である。

導入対象車両（導入当初）

左：ミライース、右：ハイゼット

重点取組項目 取組の内容

公用車への広告掲載
公用車に民間事業者等の広告を掲載し、「走る広告塔」として

活用することにより、新たな財源の確保に努めます。

車 種 用 途 広告料（年額）

１
ダイハツ ミライース

（軽自動車）
庁内貸出し用 30,000 円

２
ダイハツ ハイゼット

（軽自動車）
文書集配用 36,000 円
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※９ Energy Service Company の略であり、省エネルギー改修に係る費用を光熱水費の削減分で賄う事業。ESCO 事業者は、省エネルギー診断、

設計・施工、運転・維持管理、資金調達などに係る全てのサービスを提供する。また、省エネルギー効果の保証を含む契約形態をとること

により、顧客の利益の最大化を図ることができるという特徴を持つ。

・ＥＳＣＯ事業は、５～１５年の長期間の契約となり、その間にＥＳＣＯサービス料をＥＳＣＯ

事業者に支払うため、電気設備更新に要する初期投資費用の負担を平準化することができる。

・電気設備更新における設計・施工・保守点検・維持管理等の一連の職員コストを削減すること

ができる。

・ＥＳＣＯ事業は、省エネ効果を保証する契約であるため、導入によって公共施設の省エネルギ

ー化を確実に推進することにつながり、省ＣＯ２等に寄与し、「ゼロカーボン」の取組に貢献で

きる。

・ＥＳＣＯ事業の導入可能性については、民間事業者にサウンディング調査を実施し、対象とな

る電気設備更新が必要な施設の現地調査や直接対話等を行うことにより確認する。

ＥＳＣＯ事業の概要（引用元『環境省ホームページ』）

重点取組項目 取組の内容

公共施設へのＥＳＣＯ事

業の導入検討
※９

民間資金を活用した施設の電気設備更新について、導入を検

討します。

重点目標４ 公共施設マネジメント


